
 

第２２期第 1５回 

松浦海区漁業調整委員会  
 
 
 

日時 令和4年7月28日（木）16時～  
場所 高等水産講習所 2階集合研修室 

 (唐津市唐房6-4948-23) 
 
 
 

次    第 
 
 
１ 開  会 
 
２ 議  題 

 
（１） 令和５年漁業権一斉切替えにおける漁場計画樹立基本方針   

（松浦海区）について（諮問）                      Ｐ2～Ｐ10 

                  

（２） あなごかご漁業の許可方針（案）について（諮問）                  Ｐ11～Ｐ14 

                       

（３） とびうお２そう船びき網漁業特認許可方針（案）について（諮問）     Ｐ15～Ｐ19 

 

（４） 火光利用漁業に使用する集魚灯の光力制限について（協議）      Ｐ20 

 

（５） 肥前統括支所（松区第 512 号）におけるカキの試験養殖につ 

いて（報告）                                                    Ｐ21～Ｐ27 

 

（６） 令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に 

おける佐賀県の要望事項につい（協議）               Ｐ28～Ｐ29 

 

（７）その他 
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あなごかご漁業（特認）（案） 

 

 

第１ 制限措置 

（１）漁業種類 

     あなごかご漁業 

（２）許可又は起業の認可をすべき船舶の数 

     ９隻以内 

（３）船舶の総トン数 

     制限なし 

（４）推進機関の馬力数 

     制限なし 

（５）操業区域 

     佐賀県玄海海域 

（６）漁業時期 

     ９月１日から５月３１日まで 

（７）漁業を営む者の資格 

   ① 旧呼子町又は旧鎮西町のいずれかの地区において漁港機能を 

有する施設を拠点として漁業を営もうとする者 

   ② 佐賀県の漁船原簿に登録されている船舶を使用する権利を有 

する者 

   ③ 佐賀県漁業調整規則（令和２年佐賀県規則第63号。以下「規 

則」という。）第１０条第１項各号のいずれにも該当しない者 

④ 適切な資源管理を実践できる者 

⑤ 漁業の生産力の向上に努めようとする者 

 

第２ 許可の有効期間 

   許可をした日から令和５年５月３１日まで 

第３ 申請すべき期間 

   １ 申請すべき期間（以下「申請期間」という。）は、令和４年８月 

１日から令和４年８月２２日までとする。 
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２ 申請期間に到着し、受付けた申請の数（以下「受付数」という。）

が、９件に到達しないときは、申請期間の最終日の次の開庁日を

新たな申請期間として追加する。 

３ 令和５年４月２８日までの期間において、受付数と申請期間の 

最終日時点で有効な許可又は起業の認可を受けている船舶の数を

足した数（以下「合計数」という。）が９件に到達するまでは、最

後に追加した申請期間の次の開庁日を更に新たな申請期間として

追加することを繰り返す。ただし、最後に追加した申請期間より

前の申請期間に受付けたもののうち、許可、起業の認可若しくは

不許可の処分又は申請の取下げをしたものについては、これを受

付数から除く。 

４ 合計数が９件に到達した日以降から令和５年４月２８日までの 

期間において、廃業等の事由により残枠が生じた場合は、新たな 

申請期間を追加する。申請期間は、規則第１１条第１項に基づく 

公示をした日から次の開庁日までとし、これ以降の申請期間の取 

扱いは、上記３に同じ。 

 

第４ 許可の基準 

１ 令和４年８月１日から令和４年８月２２日における受付数が

９件を超える場合は、次に掲げる優先順位により許可又は起業

の認可をする者を定める。ただし、同順位である者相互間の優

先順位は抽選による。なお、規則第９条第１項第２号に該当す

る場合は、この限りでない。 

（１）令和４年５月３１日時点で当該知事許可漁業の許可を有して 

いた者。ただし、当該順位の適用は、有していた許可件数の範 

囲までとする。 

（２）令和４年５月３１日時点で当該知事許可漁業の許可を有して 

いた者から、許可を受けていた船舶を譲り受け、借り受け、そ 

の返還を受け、その他相続又は法人の合併若しくは分割以外の 

事由により当該船舶を使用する権利を取得して当該知事許可漁 

業を営もうとする者 
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（３）前回の許可の有効期間中に当該知事許可漁業の許可を有して

   いた者 

（４）当該知事許可漁業以外の知事許可漁業の許可を有している者 

（５）上記（１）から（４）に該当しない者 

２ 令和４年８月２２日以降における合計数が９件を超える場合は、 

最後に設定した申請期間に受付けた者を次に掲げる優先順位によ 

り許可又は起業の認可をする者を定める。ただし、同順位である 

者相互間の優先順位は抽選による。なお、規則第９条第１項第２ 

号に該当する場合は、この限りでない。 

（１）許可を受けた者から、その許可の有効期間中に、許可を受け 

た船舶を譲り受け、借り受け、その返還を受け、その他相続又 

は法人の合併若しくは分割以外の事由により当該船舶を使用す 

る権利を取得して当該知事許可漁業を営もうとする者 

 （２）当該知事許可漁業の許可を有している者又は前回の許可の有 

効期間中に当該知事許可漁業の許可を有していた者 

（３）当該知事許可漁業以外の知事許可漁業の許可を有している者 

（４）上記（１）から（３）に該当しない者 

 

第５ 条件 

（１）所属する漁業協同組合が保有する共同漁業権漁場（ただ

し、佐賀玄海漁業協同組合においては、合併により発足する

以前に所属していた漁業協同組合に関する共同漁業権漁場内

に限る。）以外の共同漁業権漁場内で操業してはならない。 

   （２）使用するかご数は、２００個以内とする。 

（３）幹縄の両端に、水面１メートル以上の高さの標識をつけ、

かつ、幹縄の中間３００メートル毎に浮標をつけなければな

らない。 

（４）操業時間は、夜間（日没から日出まで）とする。 
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（案） 

とびうお２そう船びき網漁業（特認） 

 

第１ 制限措置 

（１）漁業種類 

     とびうお２そう船びき網漁業 

（２）許可又は起業の認可をすべき船舶の数 

     ２０隻（１０統） 

（３）船舶の総トン数 

     １０トン未満 

（４）推進機関の馬力数 

     制限なし 

（５）操業区域 

     佐賀県玄海海域 

（６）漁業時期 

     ９月１日から１０月３１日まで 

（７）漁業を営む者の資格 

   ① 旧鎮西町地区において漁港機能を有する施設を拠点として漁 

業を営もうとする者 

   ② 佐賀県の漁船原簿に登録されている船舶を使用する権利を有 

する者 

   ③ 佐賀県漁業調整規則（令和２年佐賀県規則第63号。以下「規 

則」という。）第１０条第１項各号のいずれにも該当しない者 

④ 適切な資源管理を実践できる者 

⑤ 漁業の生産力の向上に努めようとする者 

 

第２ 許可の有効期間 

   許可をした日から令和４年１０月３１日まで 

 

第３ 申請すべき期間 

   １ 申請すべき期間（以下「申請期間」という。）は、令和４年

８月１日から令和４年８月２２日までとする。 
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（案） 

２ 申請期間に到着し、受付けた申請の数（以下「受付数」とい

う。）が、１０件に到達しないときは、申請期間の最終日の次

の開庁日を新たな申請期間として追加する。なお、件数の計算

は、２隻１統を１件とする。（以下この許可方針において同

じ。） 

３ 令和４年９月３０日までの期間において、受付数と申請期間

の最終日時点で有効な許可又は起業の認可を受けている船舶の

数を足した数（以下「合計数」という。）が１０件に到達する

までは、最後に追加した申請期間の次の開庁日を更に新たな申

請期間として追加することを繰り返す。ただし、最後に追加し 

た申請期間より前の申請期間に受付けたもののうち、許可、起

業の認可若しくは不許可の処分又は申請の取下げをしたものに

ついては、これを受付数から除く。 

４ 合計数が１０件に到達した日以降から令和４年９月３０日ま

での期間において、廃業等の事由により残枠が生じた場合は、

新たな申請期間を追加する。申請期間は、規則第１１条第１項

に基づく公示をした日から次の開庁日までとし、これ以降の申

請期間の取扱いは、上記３に同じ。 

 

第４ 許可の基準 

   １ 令和４年８月１日から令和４年８月２２日までにおける受付

数が１０件を超える場合は、次に掲げる優先順位により許可又

は起業の認可をする者を定める。ただし、異なる順位に該当す

る者同士が僚船指定した場合には、より低い方の順位を両者に

適用する。また、同順位である者相互間の優先順位は抽選によ

る。なお、規則第９条第１項第２号に該当する場合は、この限

りでない。 

 

（１）令和３年１０月３１日時点で当該知事許可漁業の許可を有

していた者。ただし、当該順位の適用は、有していた許可件

数の範囲までとする。 
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（案） 

（２）令和３年１０月３１日時点で当該知事許可漁業の許可を有

していた者から、許可を受けていた船舶を譲り受け、借り受

け、その返還を受け、その他相続又は法人の合併若しくは分

割以外の事由により当該船舶を使用する権利を取得して当該

知事許可漁業を営もうとする者 

（３）前回の許可の有効期間中に当該知事許可漁業の許可を有し

ていた者 

（４）当該知事許可漁業以外の知事許可漁業の許可を有している

 者 

（５）上記（１）から（４）に該当しない者 

   ２ 令和４年８月２２日以降における合計数が１０件を超える場

合は、最後に設定した申請期間に受付けた者を次に掲げる優先

順位により許可又は起業の認可をする者を定める。ただし、異

なる順位に該当する者同士が僚船指定した場合には、より低い

方の順位を両者に適用する。また、同順位である者相互間の優

先順位は抽選による。なお、規則第９条第１項第２号に該当す

る場合は、この限りでない。 

   （１）許可を受けた者から、その許可の有効期間中に、許可を受

けた船舶を譲り受け、借り受け、その返還を受け、その他相

続又は法人の合併若しくは分割以外の事由により当該船舶を

使用する権利を取得して当該知事許可漁業を営もうとする者 

   （２）当該知事許可漁業の許可を有している者又は前回の許可の

有効期間中に当該知事許可漁業の許可を有していた者 

   （３）当該知事許可漁業以外の知事許可漁業の許可を有している

 者 

   （４）上記（１）から（３）に該当しない者 

 

第５ 条件 

   （１）次のア、イ、ウ、エ及びアの各点を順次に結んだ直線によ 

って囲まれた海域以外で操業してはならない。 
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（案） 

    ア 北緯 ３３度３８．１２分 東経 １２９度４２．２６分 

イ 北緯 ３３度４０．０３分 東経 １２９度５２．００分 

ウ 北緯 ３３度３４．２４分 東経 １２９度５３．４０分 

エ 北緯 ３３度３１．２６分 東経 １２９度４４．３０分 

   （２）共同漁業権漁場内で操業してはならない。ただし、事前に

漁業権者と協議し、同意が得られた場合はこの限りでなく、

その際は同意書の写しを操業時に携帯しなければならない。 

    （３）使用する漁具は浮子方の長さ２５メ－トル以下でなければ

ならない。 

    （４）夜間（日没から日の出まで）操業をしてはならない。 

    （５）指定された船舶以外を僚船に使用してはならない。 
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松浦海区漁業調整委員会指示（案） 
                 

◎  松浦海区漁業調整委員会指示第８６号 

    漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定により、１本釣漁業等火光を利用する

各種漁業に対し、松浦海区内における沿岸魚族の乱獲防止並びに同種及び他種漁業との調整のため、火

光を利用する漁船１隻に使用する光力の限度を次のとおり指示する。 

 

令和４年 月 日 

松浦海区漁業調整委員会 

                            会 長 川嵜 和正      

 

１ 松浦海区における共同漁業権の区域及び各共同漁業権の外郭線から沖出し１，０００メートルの線に

よって囲まれた区域においては、１隻につき３キロワット以内とする。 

２ 指示の期間 

  令和４年８月１２日から令和５年８月１１日まで。 
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松第512号区画

位置図
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継 続 

     令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に係る 

     提案議題（要望事項） 

 

                     佐賀県連合海区漁業調整委員会 

 

 

提案議題（要望事項・協議事項・照会） 

 

 クロマグロ資源の適正利用及び零細漁業者の経営支援について（案） 

 

 

内  容 

 

本県のクロマグロ漁業は、沿岸海域で延縄、曳き縄釣、一本釣等で漁獲を行っている

が、漁獲制限が開始されて以降、漁獲対象種をブリやサワラ等に転換し、クロマグロを

目的とした操業を自粛することで、配分枠が少ないながらも漁獲可能量の遵守に努めて

きた。しかし、近年これらの操業海域においてクロマグロの来遊量が増加している。 

また、ここ数年２月頃になると、これまであまり漁獲が見られなかった沿岸の定置網

においても、予期せぬ大型マグロの入網がみられているが、配分枠遵守のため、放流作

業や混獲回避等の労務負担が増大し、漁家経営の悪化を招いている。 

 ついては、クロマグロ資源の適正利用及び零細漁業者の経営支援のため、次の事項を

要望いたします。 

 

 １ 国際委員会において、直近のデータに基づく資源評価結果を反映した漁獲枠の増 

枠を次期管理期間で実現するとともに、漁獲枠未利用分の繰越上限を堅持すること。 

  

 ２ 国際委員会で漁獲枠の増枠が承認された際は、沿岸の零細な漁船漁業に優先的に 

配分すること。また、配分の際は、各県や漁業種間で不公平が生じないよう、操業

特性や近年の漁獲実態等を考慮し、より実状にあった配分を行うこと。 

 

 ３ 漁業者が安心して資源管理に取り組めるよう、放流活動、休漁に対する支援への 

十分な予算の確保や支援制度の拡充を図るとともに、資源管理の取組による減収に 

対応するため、漁業収入安定対策（強度資源管理タイプ）の要件緩和措置の継続と 

国の掛金補助率の格差縮小を行うこと。 
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継 続 

令和４年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に係る 

      提案議題（要望事項） 

佐賀県連合海区漁業調整委員会 
 
 

提案議題（要望事項・協議事項・照会） 

 

ミニボートによる危険行為の防止について（案） 

 
内  容 

 

 規制緩和により免許・登録が免除された連続最大出力が 1.5kW（2.039 馬力）の推進機関

を有する長さ３ｍ未満の船舶、いわゆるのミニボートは、海上交通の基本的ルールすら知

らない利用者が、耐航性や他船からの視認性が低いという特性を認識しないまま沖合への

出航や夜間航行、船舶の輻輳する港の周辺での遊漁を行っており、操業や漁船の航行に多

大な支障が生じています。 

 海上保安庁が取りまとめたミニボートの事故発生状況をみると、平成２２年から２７年

は年間５０隻前後の発生であったものが２８年以降増加に転じ、直近の令和元年には９０

件と倍増しております。 

 このため、全国各地で定期的に安全講習会を開催されているとともに、ミニボート販売

時に「ミニボート安全ハンドブック」を同封するなどの普及活動を積極的に実施されてい

るものと認識しております。 

 しかしながら、コロナ禍を受けて、海洋性レジャー人口が増加していること、気候変動

に伴う天候急変による海難事故の増加が懸念されることから、さらなる普及活動の徹底と

安全対策上の制度創設が必須と認識しております。 

 つきましては、海面における海難事故を防止し、人命の安全を守るため、次の事項を要

望いたします。                                                                                                

                                                              

 １ ミニボート所有者の登録と保険（特に遭難救助費用を対象）加入をセットとした制

度を創設すること。 

 

２ 衝突事故防止のため目印となる旗やレーダー反射板などの安全装備を必置するよ 

う、引き続き業界に強く働きかけるとともに、購買者等への普及啓発を強化すること。 

 

 ３ ミニボート利用者に安全講習会の受講を促すとともに、ミニボート販売業者にも購

買者に受講を促すよう引き続き強く働きかけること。 

 

 ４ 安全対策上の制度創設等にあたっては、国土交通省、水産庁等関係機関が協力しな

がら行うこと。                 
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